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第１ 事業の概要 

 

１ 酪農等をめぐる情勢 

（１）経済の情勢 

令和４年は、世界的にパンデミック後に向けた経済活動が本格化した。し

かし、令和４年２月にロシアがウクライナに侵攻し、その影響が深刻となる

につれ景気が減速、経済活動は停滞して推移した。 

我が国の経済は、令和４年３月にまん延防止等重点措置が全て解除され、

穏やかな持ち直しが期待されたが、ウクライナ情勢から原材料価格が上昇、

円安による国内物価が高騰を続け、家計・企業活動に深刻な影響を与えた。 

 

（２）主要国及び国際市場の情勢 

主要国のうちＥＵでは、天候不順と生産コストの高騰で生産に影響が生じ

た。新型コロナウイルスの影響とウクライナ情勢から国際市況が不安定にな

る中、乳価は期中で上昇した。しかし、その後の生産回復とインフレによる

混乱から乳価は反落となった。米国も同様の傾向に見舞われ、豪州では経営

環境の悪化から経営転換も進んだ。飼料・資材高の中で、昨年度、国際的な

市場動向は不安定な状態を呈した。 

 

（３）生乳需給の情勢 

令和４年度はウィズコロナの下で段階的な経済活動が再開され、業務用の

需要回復にも期待が掛かった。しかし予想ほどの動きとならず、需要期の飲

用等向けも低調に推移し、学乳再開後にも処理に苦しむ局面があった。 

脱脂粉乳在庫対策は、年度当初は、事業の開始に向けた準備に時間を要し

たものの、夏以降本格的に実施され、在庫量は減少傾向となった。 

１１月以降は、乳価改定による消費の減少が心配されたが、大きな影響は

現れず、業界をあげた需要喚起も手伝って、大きな混乱もなく不需要期を乗

り切ることができた。 

 

（４）酪農の情勢 

引き続き飼料価格が高騰する中、燃料・資材費の高騰も進行し、酪農経営

はかつてない多重的で深刻な危機に曝された。 

指定団体並びに関係者が可能な限り早期の乳価改定を目指した結果、飲用

等向けが１１月以降１０円の値上げ、乳製品向けも令和５年４月以降１０円

の値上げで決着、飲用向けについては、令和５年８月以降１０円の再値上げ

が決定した。一方、低調な需要動向の中で在庫対策と生産抑制に取り組む酪

農経営にとって非常に厳しい情勢が続いた。 



- 2 - 
 

（５）農政の情勢 

農林水産省では、令和４年１０月より食料・農業・農村基本法の検証等が

継続的に議論されている。攻めの農林水産業を掲げ基本法の見直し検討が進

められる中、国内の情勢は、食料品の値上げが続き、メディアで食料安全保

障が取り上げられる機会が増加した。 

また、「みどりの食料システム戦略」については、環境対策の重要性から、

生産力の向上と持続的な農業生産を両立させていくため、認定制度を踏まえ

た取組具体化が進められている。 

                                                                                  

（６）国際交渉の情勢 

国際交渉については、令和５年３月にＴＰＰへの英国の加入が大筋で合意

された。また、ＲＣＥＰについては、重要５品目は除外されているものの、

１３カ国（令和５年１月時点）で発効済みとなるなど参加国は年々増加して

いる。さらに、日中韓ＥＰＡを初めとする経済連携協定の交渉などが進行中

である。 

国内の需給安定化を図っていくためには、今後の国際交渉の動向とともに、

既に発効している協定による影響を確認、注視していくことが一層の重要性

を増している。 

 

２ 円滑な事業の推進と機能発揮のための対応 

（１）事業実施に当たっての重点事項 

酪農家が「誇り」、「やりがい」、「夢」を持てる酪農産業の確立を目指し、

適切な生乳取引を実現できる環境整備などに取り組んだ。「みどりの食料シ

ステム戦略」を踏まえ、①生乳需給安定化・生産基盤対策事業、②指定団体

の組織機能強化・流通対策、③酪農理解醸成の活動を重点事項に事業を実施

した。 

 

（２）効率的な事業運営と財務改善 

現行の正職員体制を基本に、公募事業を活用し効率的な事業運営に努める

とともに、公募事業の業務量増加に対応するため派遣等での要員確保を図っ

た。 

組織運営は、現行会費及び賦課金を基本に、引き続き経費の縮減徹底によ

る効率化と補助事業等への管理費配賦により、収支均衡と財務体質の健全化

を図った。 

理解醸成等の活動については、補助事業の活用、他団体等との連携と事業

精査等を含め、効率的な事業実施に努めた。節減となった賦課金は返還を行

う。引き続きコロナ禍の対応のため、会議・研修会等はハイブリッドでの開

催とした。 
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第２ 事業の概況 

 
１ 生乳需給安定化・生産基盤対策 

（１）国際交渉等への対応 

国による経済連携協定の推進は、中長期的には、国内の生乳需給に悪影

響を及ぼすことが懸念されることから、本会議ではＪＡ全中等の生産者団

体と連携した取り組みを行うとともに、必要に応じた情報収集等を行った。 

 

（２）生乳需給安定化対策の実施 

① 令和４年度生乳需給安定化対策の実施 

生乳需給安定化対策は、令和３年度以降、「３年間（令和３～５年度）は、

前年実績以上を目標数量として設定する」とする中期需給安定化対策の考

え方を継続しつつ、緩和状況にあった生乳需給を踏まえ、生産者団体が自

主的に実施する生産刺激策の休止や生産抑制対策、低能力牛の選別奨励等

を通じた経営改善・需給均衡対策等を含む対策を策定し推進した。 

また、令和４年度の出荷目標数量は、引き続き各指定団体が新たな補給

金制度に基づき取りまとめた年間販売計画の数量を基本とし、補給金制度

との一体的な運用を行った。 

 

ア 出荷目標数量の設定と実績等 

生乳需給安定化対策の推進に当たっては、指定団体が新たな補給金制

度に基づき農林水産省に提出した年間販売計画の数量の総量を全国の

出荷目標数量として、７,２７５千トン（前年度実績比１００．６％）

を設定したが、生乳需給が緩和傾向である状況を踏まえ、生産抑制に

取り組むことを併せて決定した。（詳細は後述のウのとおり。） 

この結果、令和４年度の受託乳量は、全国で前年度実績比９７．８％

の７,０７８千トンとなり、出荷目標数量を１９７千トン下回る実績と

なった。地域別には、北海道４,０４０千トン（前年度実績比９７．

７％）、都府県３,０３８千トン（前年度実績比９８．０％）であっ

た。 

 

イ 新型コロナウイルス感染拡大への対応 

新型コロナウイルス感染拡大による需要への影響や政府の制限的な

措置は継続し、生乳需給環境の先行きが不透明な状況が続いた。本会

議では、令和３年度に引き続き、需給リスクの特定地域への偏在化へ

対応するための加工リスク平準化緊急対策事業を実施し、９,８８６ト

ンの平準化対象数量に対し１億８,０１２万円、また掛かり増し運賃助
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成として２１４万円、計１億８,２２６万円の助成金を該当する指定団

体へ支払った。 

また、脱脂粉乳を中心とした乳製品在庫量が積み増すなか、国の支

援も受けながら生・処による脱脂粉乳削減対策を実施（事業実施主体

は Jミルク）し、令和４年度においては３３，２９９トンの脱脂粉乳

在庫対策を実施した。これに伴い、脱脂粉乳在庫は減少し、令和４年

度期末在庫量は６４,３９２トン（前年度比６５．９％）まで減少し

た。 

 

ウ 生産抑制対策等の実施 

年度当初より北海道での独自の生産抑制及び、都府県での最大４,３

００頭の選別奨励の取り組みにより、需給緩和への対応を行うよう推

進した。 

しかし、酪農経営を巡る情勢の急激な悪化を受け、各指定団体によ

る期中の乳価交渉が行われ、１１月以降の生乳取引価格引き上げが決

定したものの、値上げに伴う需要減少、引いては不需要期における処

理不可能乳の発生が懸念された。このため、追加的な対応として、北

海道においては追加的な生産抑制、都府県においては７,１００頭の選

別奨励頭数の追加と極力前倒しでの実施を決定した。選別奨励は、９,

２３８頭の実績に対し、４６２百万円の助成を実施した。 

 

エ 乳製品在庫等への対応 

令和３年度に措置した不需要期乳製品保管支援緊急対策事業につい

ては、年度内に全国連が保管する脱脂粉乳５１４トンに対し、６４４

万円を助成した。なお、本事業は令和４年度末で終了した。 

また、１１月以降の生乳取引価格引き上げに伴う飲用等向け需要の

減少に対応して、乳業者の乳製品を全国連が買い上げて保管・隔離す

る乳製品隔離事業の実施を決定したが、事業の発動はなかった。 

 

オ 需給状況の把握・情報の提供及び必要な対応協議の実施 

生乳需給安定化対策が円滑に推進されるよう、用途別販売実績、指定

団体別旬別受託乳量、需給を巡る情勢などの需給関連データを集約して

定期的に提供し、指定団体の円滑な生乳受託販売に資したほか、指定団

体等に酪農経営や生乳需給に関する情勢をまとめた資料を定期的に提

供し、地域での需給対応を支援した。 

また、適宜、指定団体・全国連実務責任者会議等において、需給上の

課題整理や情報の共有化等を行った。不需要期のうち特に年末年始や年

度末の余乳処理がピークとなる時期に、処理不可能乳発生の懸念がある
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なか、指定団体・全国連及び関係団体等の間の緊急連絡体制を共有して

連携を強化し、生乳の円滑な広域需給調整と万が一の対応に備えるよう

努めた。 

 

② 令和５年度の生乳需給安定化対策の検討 

酪農経営は、飼料価格・燃料コストをはじめとした資材価格等の高騰や

副産物価格の暴落により危機的な状況にあり、指定団体への受託販売農家

戸数の減少が加速するなか、令和５年度の生乳需給は生乳生産の減少以上

に需要が減少し、期末乳製品在庫量の増加等が予測された。 

このため、第３８５回理事会（３月６日開催）においては、「３年間（令

和３～５年度）は、前年実績以上を目標数量として設定する」中期需給安

定化対策の最終年度ではあるが、一定の需給均衡を図るため、国産生乳需

要量を基本とした抑制型の出荷目標数量を、全国及び各指定団体に設定し、

酪農経営の改善に資することとする生乳需給安定化対策を決定した。 

  

（３）生産基盤対策の実施 

畜産・酪農収益力強化総合対策基金等事業（酪農経営改善対策）、酪農

経営支援総合対策事業（中小酪農経営等生産基盤維持・強化対策事業）、

和牛遺伝資源流出防止対策緊急支援事業（和牛受精卵移植支援）の事業

実施主体として応募し、それぞれ、公益社団法人中央畜産会（以下、「中

畜」という）及び独立行政法人農畜産業振興機構（以下、「機構」とい

う）より採択を受け、需要期に向けた暑熱対策などの取り組みを支援し

た。 

期中で国産粗飼料利用拡大緊急酪農対策事業が措置され、事業実施主

体として酪農経営に補塡金の交付を行った。 

 

 

２ 指定団体の組織機能強化・流通対策 

（１）生乳取引交渉等支援 

令和４年度は、生乳取引価格の値上げ交渉が指定団体で行われた。指定

団体の生乳取引交渉を側面から支援するため、酪農経営及び牛乳乳製品市場

等に係る動向を収集・分析のうえ、必要な情報提供等を実施した。 

また、酪農経営を巡る厳しい情勢への関心の高まりに対し、消費者等広く国

民へ酪農の現状の理解醸成を図る観点から、当面の間、本会議ホームページ

に受託農家戸数（月別、都道府県別）を公表することとした。 

更に、生乳需給、牛乳等の小売動向を注視するとともに、必要な情報の

収集・分析を行い、実態に即した酪農対策等が講じられるよう指定団体・

ＪＡ全中等と一体となった対応を実施した。 
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なお、令和４年度の期中において、各指定団体は輸入飼料価格の上昇を

はじめとした生産コストの高騰等を背景に生乳取引価格交渉に取り組み、

飲用等向けについては「１１月１日から１０円/kg」、乳製品向けについて

は「令和５年４月１日から１０円/kg」の引き上げ、飲用向けについては令

和５年８月以降１０円の再値上げで決着が図られた。 

 

（２）生乳受託販売体制構築支援 

指定団体を含む畜安法に基づく生乳流通制度については、規制改革推

進会議による検証が行われ、今後の対応を含む「規制改革実施計画」が

閣議決定された。本会議においては、農林水産省と共催で生乳の適正取

引推進ガイドライン等研修会を実施したほか、指定団体に対する情報提

供や、畜安法の下での契約上の課題等について、専門家への相談を行う

など、適切な制度運用に努めた。 

また指定団体の重要性・契約順守を啓発するチラシを制作した。 

さらに、指定団体制度等生乳流通に係る制度や仕組みに関する基礎的

な知識を習得し、指定団体等職員の実務能力向上を図るための研修会

を、令和４年８月から１２月にかけて開催した。 

 

（３）指定団体の品質管理体制支援 

生乳生産及び流通段階での品質管理体制を強化することで、国産生乳の

安全・安心の確保を図り、安定的な生乳取引を実現するため、以下の取り

組みを実施した。 

 

① 生乳生産現場における記帳・記録・保管の徹底及び業界関係者による支

援を通じて生乳への農薬等の残留事故等の発生防止が図られるよう、「生

乳の安全・安心の確保のための全国協議会」で決定した取組方針に基づき、

指定団体担当者会議等で協議等を行い、以下の取り組みを実施した。 

 

ア 令和３年度に引き続き、重点記帳項目として、①動物用医薬品の投与

記録、②ミルカー・バルククーラーの洗浄確認記録、③農薬使用記録、

また、重点指導項目として、①動物用医薬品の休薬期間の遵守及び確認

検査の実施、②洗浄剤及び殺菌・消毒剤の適正使用の遵守を設定した。 

 

イ 全国統一的な取り組みを推進するための要領を策定するとともに、酪

農家等に対する啓発・指導として、巡回・指導のための「指導者検証用

マニュアル」を作成・提供した。 

 

ウ 新型コロナウイルス感染症の感染対策（現場での手指消毒、事前のワ
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クチン接種等）に努めた上で、原則として、農協、行政、乳業者等で構

成する検証チーム（必要に応じて担当者１名）により巡回指導を実施し

た。指定団体を通じて、記帳状況を集約するとともに、重点記帳項目の

各項目について、「未記入」・「一部記入」の生産者の「記帳しない理由」

等の情報を共有し、再巡回による指導強化等により状況の改善に努めた。 

その結果、重点記帳項目の各項目に係る「未記入」の生産者は、令和

３年度に続き全地域でゼロとなり、「一部記入」の生産者は減少傾向にあ

る。また、記帳推進のため、巡回指導時に改善が見られない生産者に対

し、記入漏れの設問、要因等のヒアリングを行い、地域段階における今

後の対応等を整理した。 

 

エ 担当者会議で協議の上、生産者による記帳・記録の保管の重要性及び

ポジティブリスト制度に係る啓発資料を作成し、指定団体へデータ提供

を行った。 

 

オ 各地域での記帳・記録・保管の取組を支援するため、「令和５年度版生

乳生産管理チェックシート」を作成・希望団体等に配布した。 

 

カ 国内外での家畜伝染病の発生状況、生乳の安全・安心に関わる各種規

制や懸案事項等の情報を収集し、指定団体への情報提供を行った。 

 

② 酪農・乳業関係者による安全・安心の確保に係る、一層の情報共有化等

の連携を図るため、Ｊミルク設置の「安全性確保・品質向上委員会」で、

意見・情報交換を行った。 

また、Ｊミルクで実施している農薬等に係る定期的検査（令和４年度の

検査対象は、農薬・動物用医薬品・殺菌消毒剤）及びアフラトキシンＭ１

検査の実施に協力した。 

 

③ 食品衛生法等の一部を改正する法律等を踏まえ、令和３年度に各ＣＳに

おいて作成されたＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理計画につい

て、指定団体と連携し、保健所の確認等について適宜情報共有を図った。 

 

④ 指定団体担当者会議及び生乳検査施設の技術者等における情報交換会

を開催し、生乳生産・検査・流通段階における課題・懸案事項等について

の情報交換や協議を行った。 

また、北海道大学が令和３年度から３ヵ年計画で実施している「酪農家

飼養環境及びバルク乳成分調査事業（ＪＲＡ畜産振興事業）」に協力し、バ

ルク乳および飼養環境調査を実施するとともに、令和３年度の実施内容に
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ついて令和４年６月に中間報告会を開催した。 

 

⑤ 万一、国内でＢＳＥ等が発生した場合に、国に対する再建支援対策の速

やかな再整備要請とともに、必要に応じ指定団体から互助基金への拠出を

求め、発生現場等への経営再建支援策等を講ずることとしているが、令和

４年度にＢＳＥ疑似患畜は発生せず、互助基金対応としている定期的検査

においても、拠出を求める事態は発生しなかった。 

 

（４）情報の収集、提供及び機関誌の発行 

① 情報の収集及び提供 

酪農関係者等に対して、本会議が入手・取りまとめ・分析等を行った最

新の酪農関連情報を適時、適切に発信し、現在の酪農情勢や生乳流通の実

態・課題等についての情報提供に努めた。 

また、補助事業実施要領等の掲出などもホームページを通じた告知を行

い、広く酪農家並びに会員組織への情報提供を行った。 

 

② 機関誌の発行 

本会議の事業実施状況や、酪農を取り巻く国内外の情勢、酪農政策・

制度等に関する正確な情報について、指定団体及び会員県連・農協を対

象とする「中酪情報」を年６回発行した。 

 

 

３ 酪農・国内牛乳乳製品理解促進広報事業 

（１）中央情報発信事業 

① 酪農家（関係者）対応 
ア 国内酪農の理解者・応援団の拡大を図ると共に、酪農家を勇気づける

ために、酪農家等が既に取り込んでいる、持続可能な社会の実現に資す

る活動の情報等について、我が国唯一の酪農・国産牛乳乳製品に関する

オリジナル専門誌「ミルククラブ」を通じ啓発・普及を行った。 
 

イ 新補給金制度に対応した新たな契約や運用の法的課題に係る専門的

対応等を実施した。 

 

② 生活者対応 

ア 「ミルククラブ」を発行（３回）し、牧場や生産者組織関係者に加え

て、閲覧実績の多い公共図書館や回読が期待される病院・料理教室等に

配布した。ＭＩＬＫＪＡＰＡＮとの連携強化のため、ＭＩＬＫＪＡＰＡ

Ｎのページを新設した。 
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イ 量販店で生活者向け啓発冊子「ミルククラブ特別版」を配布（２回）

した。 

 

ウ １１月からの牛乳の小売価格値上げを受け、値上げの理由をストレー

トに伝える新聞広告を全国紙に掲載することで、消費者への理解を求め

た。 

 

エ 年末年始及び年度末時期の生乳需給状況を踏まえ、お笑い芸人「ミル

クボーイ」を起用し、「スゴいぞ！牛乳」をテーマに新聞広告及びそれに

連動した動画広告を作成。全国紙やＹｏｕＴｕｂｅ等で展開し、消費者

に牛乳の効能を伝えることで消費を促した。 

 

オ 日本の酪農経営実態調査を６月と３月に実施すると共に、ファクトブ

ックも制作し、酪農家の窮状をメディアに伝達し、世論に酪農家への支

持を訴えた。 

 

カ 指定団体、全国連、行政等が実施するイベントに、ツールを提供する

等して協力・協賛した。 

 

キ 不需要期における関係団体の取組を紹介するページを作成した。 

 

（２）酪農就農支援等事業 

新規就農に関わる関係者のプラットフォームとして、ＷＥＢサイト

「酪農家になりたい」を運営し、第三者継承への支援を行った。サイト

では、継承希望者、就業者、酪農ヘルパー等が、新たに就農する際に役

立つと考えられる情報の提供等を行ったほか、各地域で取組まれている

就農支援情報の収集に努めた。また、既存の酪農従事者を含む多数の方

に新規就農を目指してもらうため、成功事例をもとに具体的な取組を確

認し、実際に役立つ情報の整理を行った。 

 

（３）地域実践支援事業 

① 国内酪農業の価値向上につなげるため、ファシリテーターが「酪農を

通して食やしごと、いのちの学びを支援する」ことを目的に学校や教育

現場等と連携しながら行う社会貢献活動である「酪農教育ファーム活

動」を推進した。 

活動の推進に際しては、飼養衛生管理基準の順守及び感染症防疫マニ

ュアル並びにコロナ禍であることを踏まえて令和２年度に作成した「新
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型コロナウイルスを想定した消費者交流活動に係る感染予防ガイドライ

ン」に即した現場での取組を徹底した。各種会合や研修会においては、

参加酪農家等に対して最近の酪農情勢についても説明を行った。 

各地域と連携を図りながら、認証の募集、審査、スキルアップ研修会

や認証研修会の開催等、制度の適切な運用に努めた。６牧場／４０名が

新規に認証を取得したが、廃業や退職等により１９牧場／６５名が減少

した結果、年度末には２４８牧場（前年差１３牧場減）／５１５名（前

年差２５名減）となった。 

また、専門紙への広報等を通じて活動の実践者の拡大を図ると共に、

機関誌「感動通信」（４回）やＨＰ、Ｆａｃｅｂｏｏｋ公式ページを通じ

各種情報を発信した。 

 

② 酪農が地域で存続していくため、酪農家自ら実践する牧場を核にした

「酪農教育ファーム活動」等の消費者コミュニケーション活動や、酪農

家が震災地域の児童等と交流活動を行う復興支援活動、地域の後継者世

代の酪農家同士や、酪農家と就農を希望する又は酪農に関心を示す学生

等との交流活動等を推進している地域交流牧場全国連絡会（会員数２９

３、前年差１５会員減）の活動を支援した。 

 

（４）ＷＥＢを活用した情報発信等 

酪農・乳業関係者や消費者に対し、本会議が入手・取りまとめ・分析等

を行った各種情報を、以下の媒体により発信し、理解醸成・活動支援を実

施した。 

 
① ホームページ 

各事業の活動報告や関連資料、用途別販売実績等の統計資料を掲載する

とともに、定期刊行物（「中酪情報」「ミルククラブ」「感動通信」等）や製

作物（「メディア掲載広告」等）をデータにて掲載した。 
 
② メールマガジン 

登録した生活者や酪農関係者等に対し、最新の業界ニュースや本会議か

らのお知らせ等を記載したメールマガジンを月３回発行した。 
 
③ 業界紙等による広報 

日本農業新聞や月刊ＪＡ等に本会議酪農理解醸成活動に係る広告を出

稿した。 
 

（５）国産ナチュラルチーズの振興 
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国産ナチュラルチーズの振興と、多様な酪農経営を展開する生産現場の

ニーズに対応する取り組みとして、酪農家等を対象としたチーズ製造に係

る知識・技術の習得・向上、衛生管理強化等のための国産ナチュラルチー

ズ製造技術初級研修会を計２回（北海道・東京で各１回）開催した。 
なお、事業の実施に当たり、機構の畜産業振興事業（国産乳製品等競争

力強化対策事業）を活用し、事業の円滑な実施を図った。 

 

（６）災害対応事業 

生活者への理解醸成を図る上で、生乳が安定供給されていることが前提

となることから、多発する自然災害による被災からの迅速な回復に資する

取り組みを後押しする必要がある。 

令和４年度は、予め理解醸成事業の事業費の一部（３年度の賦課金繰り

越し分及び４年度の予算からの充当分）を積み立てし、豪雨等の激甚災害

により被災した酪農家に対し、計１０６万円の見舞金を指定団体を通じて

支払った。 

 

（７）放射性物質・風評被害対策 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原発事故に伴い、流通から国の基

準を大幅に下回る生乳を求められるなか、風評被害等による国産牛乳乳製

品の需要低下や生乳需給の混乱を回避するため、飼養管理改善等に資する

生乳自主検査への支援を継続し、東北地域に対し約４．８百万円の助成を

行った。 
 

 

４ 牛乳定着化・地域支援事業 

平成２２年度から開始した「ＭＩＬＫ ＪＡＰＡＮ」運動のコンセプト（ス

ローガン：牛乳が日本を元気にする、メインターゲット：母親、訴求テーマ：

ＪＡＰＡＮ ＭＩＬＫ（＝国産牛乳））を基本に、指定団体が生産現場に近い

強みを活かして独自に展開する活動を支援することにより、国内酪農の理解

者と応援者の拡大等を図った。 
具体的には、オリジナルキャラクターや過去のコンテンツ等も活用しなが

ら、以下の取り組みを実施した。 
 

（１）ＷＥＢによる情報発信 

既存のＷＥＢサイトやＦａｃｅｂｏｏｋ、Ｉｎｓｔａｇｒａｍ、Ｔｗｉ

ｔｔｅｒを活用し、中央情報発信事業と連動した酪農業への理解・応援獲

得のための情報発信を実施した。 
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（２）ＰＲイベントの実施 

酪農業界が直面している危機を業界全体で乗り越えるため、酪農関係

者が一堂に会した決起会として、「スゴいぞ！牛乳」ギネス世界記録挑戦

イベントを開催。ミルクボーイと共に「オンラインで同時に乾杯した最

多人数」のギネス世界記録を達成し、各種メディアを通じて酪農家の厳

しい現状と、酪農業界が一丸となり危機に対応していくことをＰＲし

た。 

 

（３）共通ツールの作成・配布 

地域で活用できる酪農理解醸成のための共通ツール等を制作・提供し、

全国一体的な展開に繋げた。 
 

（４）企業コラボ等の実施 

キャラクターやロゴを活用した他企業とのコラボ展開等についても継

続実施した。 
 

５ 理解促進地域広報事業 

地域の実態に即した広報活動（理解醸成活動、牛乳定着化事業、酪農教

育ファーム活動の推進、指定団体が自ら行う酪農家に対する指定団体の役

割等の啓発、指定団体が酪農家等に対して行なう生乳の特性や風味の安定

した生乳生産に係る適切な飼養管理等に係る研修会・勉強会、指定団体独

自の牛乳等無償提供の取組等）を実施できるよう、本会議より指定団体に

約２.２億円の助成を行った。 

 

６ 牛乳等不需要期需給対応事業 

年末・年始及び年度末の不需要期において、脱脂粉乳やバター在庫の積み

増し回避のため、指定団体が牛乳等を買い上げ、既存の需要に競合しない施

設等に無償提供する取組等に対し約６９百万円の助成を行った。 

 

７ 酪農経営支援総合対策事業等 

（１）畜産・酪農生産力強化対策事業 

中畜からの補助により酪農経営改善対策事業を実施し、農協又は農協連

等が行う、性判別精液・受精卵の利用経費について補助を行った。全国１

４５団体（北海道７８団体、都府県６７団体）に対し６．４億円の補助金

を支払い、生乳生産基盤対策を行った。 

 

（２）酪農経営支援総合対策事業 

① 中小酪農経営等生産基盤維持・強化対策事業 
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中小酪農経営等を対象に、生産現場での飼養環境改善や暑熱対策等によ

り需要期への対応を図るため、全国２６７団体（北海道１１６団体、都府

県１５１団体）の生産者集団、農協、農協連等に補助金交付決定を行い、

令和４年度末までに機構補助金として支払額は５．８億円を助成した。 

北海道での事業実施に当たっては、ホクレン農業協同組合連合会に会員

農協からの申請書類等の取りまとめ等を委託した。 

なお、令和３年度事業は８月に全ての精算払が完了し、最終的な実績は

全国２７８団体、補助金額１８．５億円となった。 

 

② 生乳流通体制合理化推進事業 

生乳流通コストの削減を通じ酪農経営の収益性の改善を図るため、全

国１４団体（北海道７団体、都府県７団体）に補助金交付決定を行い、

大型タンクローリー及び生乳検査機器等のリース導入等の取組を支援し

た。令和４年度末までの機構補助金の支払額は５．８千万円となった。 

また、事業実施期間内の機器導入が完了していない団体に対し、事業

実績報告書の提出期限を延長し、実績報告の整った団体から精算払を行

うこととした。 

なお、昨年に繰越手続きをした令和３年度事業は１０月に全ての精算

払が完了し、最終的な実績は全国１１団体、補助金額３．１億円となっ

た。 

 

③ 生乳生産者需要確保事業 

消費者等に対して理解醸成活動等を行うことにより、国産牛乳乳製品消

費の維持、定着を図るために、酪農・国産牛乳乳製品理解促進広報事業の

取り組みの一部を実施した。また、指定団体が行う理解醸成活動に対して、

２２百万円の補助を行った。 

 

（３）和牛遺伝資源流出防止対策緊急支援事業（和牛受精卵移植支援） 

農協又は農協連等が行う、①和牛受精卵を採卵する取組、②和牛受精卵

を移植する取組に要する経費を補助した。全国１６２団体（北海道８０団

体、都府県８２団体）に対し１５．１億円の補助金を支払い、酪農経営の

収益向上の支援を行った。 

 

（４）畜産経営災害総合対策緊急支援事業 

酪農経営災害緊急支援対策事業を実施し、全国２７団体（北海道１７

団体、都府県１０団体）に補助金交付決定を行い、令和３年度に発生し

た福島県沖を震源とする地震で被災した酪農経営の経営継続支援と、「搾

乳継続計画」に基づく酪農経営の非常用電源等の整備等の取組を支援し
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た。令和４年度末までの機構補助金の支払額は２．９千万円となった。 

また、事業実施期間内に機器導入等が完了していない団体について、

事業実績報告書の提出期限を延長し、実績報告の整った団体から精算払

を行うこととした。 

なお、昨年に繰越手続きをした令和３年度事業は令和５年２月に全ての

精算払が完了し、最終的な実績は全国６１団体、補助金額２．４億円とな

った。 

 

（５）発生農場酪農経営継続支援対策事業 

発生農場酪農経営継続支援対策事業を実施し、新型コロナウイルスの感

染により従事者が一定期間隔離された酪農経営への支援のため、全国１３

団体に補助金交付決定を行い、令和４年度末までに２団体に対し酪農ヘル

パーの派遣の経費について助成した。 

 

（６）国産粗飼料利用拡大緊急酪農対策事業 

令和４年度は、世界的な穀物需要の増加や、ロシアによるウクライナ侵

略等の影響によって、輸入粗飼料等の価格が急騰し、酪農経営の状態が急

激に悪化した。このため、政府において、国産粗飼料の利用拡大や生産コ

ストの削減により、足腰の強い経営を目指す取組を支援していくため、国

産粗飼料利用拡大緊急酪農対策事業が措置された。 

本会議は本事業の事業実施主体として、早急に酪農経営に補塡金を交付

するべく令和４年１１月から概算での補塡金の支払を開始し、令和５年３

月末までに対象となる酪農経営への支払を完了した。令和４年度に事業に

参加した取組主体は、全国２３３団体（北海道９４団体、都府県１３９団

体）、機構からの補塡金６１．７億円となった。 

 

（７）国産チーズ生産奨励事業 

生乳を自らチーズに加工・販売している酪農経営及び直接チーズ向け生

乳として販売している酪農経営に対し奨励金を交付した。 

奨励金は、必要な要件（記帳・記録の実施等の７つの取組を実施）及び

乳質基準（無脂乳固形分率等）を満たしたチーズ向け生乳数量に対して１

１円/㎏、また、追加的な取組（特色あるチーズ生産の取組に+２円/kg、輸

出の取組に+１円/kg）、さらにチーズ向け生乳の増加分が要件を満たす場

合に+２０円/kg の奨励金を、該当する酪農経営に対して上乗せ交付した。 

 

（８）国産チーズ競争力強化支援対策事業 

国産ナチュラルチーズ製造のための知識・技術の習得・向上、衛生管理

強化等のため、製造技術初級研修会を計２回（北海道・東京で各１回）開
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催した。 
 

（９）販路拡大等支援事業 

消費拡大のプロモーション等の取組を行うことにより、高水準となっ

ている牛乳乳製品等の廃棄リスクを低減等するため、酪農・国産牛乳乳

製品理解促進広報事業の取り組みの一部を実施した。 
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第３ 人  事 

 

１ 役  員 

令和４年６月２９日開催の定時会員総会及び令和４年９月２６日開催の

臨時会員総会において、次のとおり選任が行われた。 

役職 新  任 前  任 

理 

事 

一般社団法人中央酪農会議 

 専務理事    菊池 淳志 

一般社団法人中央酪農会議 

 専務理事    迫田 潔  

理 

事 

四国生乳販売農業協同組合連合会 

 代表理事会長  河野  仁 

四国生乳販売農業協同組合連合会 

 代表理事会長  原 浅之 

 

 

２ 職  員 

令和３年度末及び令和４年度末における職員数は、次のとおりである。 

区 分  職 員 数 備  考 
令和３年度末 中央酪農会議事務所勤務 

 
 
他団体への出向 
 

２４ 
 
 

１ 

うち 
 正職員 １３ 
 嘱託職員 ７ 
 派遣職員 ３ 
 出向受入 １ 
 

令和４年度末 中央酪農会議事務所勤務 
 
 
他団体への出向 
 

２４ 
 
 

１ 

うち 
 正職員 １３ 
 嘱託職員 ７ 
 派遣職員 ３ 
 出向受入 １ 
 

※令和３年度、４年度は独立行政法人農畜産業振興機構からの出向受入。 
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第４ 主な処理事項 

 
 

 

年 月 日 処　　　理　　　事　　　項

4． 4． 11 第1回生乳需給の情報共有会議

4． 12 国産チーズ生産奨励事業に係る乳質向上計画策定会議

4． 18 第1回生乳需給安定化対策指定団体担当者会議

4． 19 第1回指定団体・全国連実務責任者会議

4． 22 国産チーズ奨励事業に係る事業説明会

5． 10 第2回生乳需給の情報共有会議

5． 19 第2回指定団体・全国連実務責任者会議

5． 31 監事監査

6． 4 第3回生乳需給の情報共有会議

6． 8 第380回理事会（書面）

　　（1）令和４年度定時会員総会の招集及び附議事項に関する件

6． 23 第3回指定団体・全国連実務責任者会議

6． 27 第1回生乳の安全・安心の確保のための指定団体担当者会議

6． 29 第381回理事会

（1）令和４年度定時会員総会附議事項に関する件

（2）役員退任慰労金額に関する件

〃 令和4年度定時会員総会

（1）令和３年度（第６０年度）事業報告・決算に関する件

（2）役員の補欠選任に関する件

（3）役員退任慰労積立金の取崩しに関する件

〃 第382回理事会

（1）専務理事の互選に関する件

7． 13 第4回指定団体・全国連実務責任者会議

8． 2 第4回生乳需給の情報共有会議

8． 9 日本酪農政治連盟三役と中央酪農会議副会長との意見交換会

8． 23 第5回指定団体・全国連実務責任者会議

8． 25 第1回指定団体等職員実務能力向上研修会

9． 2 第2回指定団体等職員実務能力向上研修会

5 第5回生乳需給の情報共有会議

9． 8 第6回生乳需給の情報共有会議

9． 9 第3回指定団体等職員実務能力向上研修会

9． 12 生乳需給等に関する情報交換会

9． 13 酪農教育ファームスキルアップ研修会

9． 20 第6回指定団体・全国連実務責任者会議

9． 26 第383回理事会

（1）令和４年度臨時会員総会附議事項に関する件

（2）酪農経営・生乳需給に係る今後の対応に関する件

〃 令和4年度臨時会員総会

（1）役員の補欠選任に関する件
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年 月 日 処　　　理　　　事　　　項

9． 29 酪農教育ファームスキルアップ研修会

9． 30 第4回指定団体等職員実務能力向上研修会

〃 国産粗飼料利用拡大緊急酪農対策事業説明会（農水省共催）

10． 4 第7回生乳需給の情報共有会議

10． 7 第5回指定団体等職員実務能力向上研修会

10． 14 酪農教育ファームスキルアップ研修会

10． 18 第7回指定団体・全国連実務責任者会議

10． 20 酪農教育ファームスキルアップ研修会

10． 21 第6回指定団体等職員実務能力向上研修会

11． 4 第8回生乳需給の情報共有会議

9 酪農教育ファームスキルアップ研修会

11． 9 国産ナチュラルチーズ製造技術初級研修会（～11日）

11． 10 酪農教育ファームスキルアップ研修会

11． 11 第7回指定団体等職員実務能力向上研修会

11． 15 第8回指定団体・全国連実務責任者会議

17 第1回牛乳定着化・地域支援事業等担当者会議

11． 〃 酪農教育ファームスキルアップ研修会

11． 25 第8回指定団体等職員実務能力向上研修会

11． 29 酪農教育ファームスキルアップ研修会

12． 2 第9回生乳需給の情報共有会議

12． 7 国産ナチュラルチーズ製造技術初級研修会（～9日）

12． 9 第9回指定団体等職員実務能力向上研修会

12． 14 第9回指定団体・全国連実務責任者会議

12． 15 補助事業現地調査（～16日）

12． 16 第2回生乳の安全・安心の確保のための指定団体担当者会議

12． 22 第384回理事会

（1）令和５年度（第６２年度）事業計画の策定に関する件

12． 23 第10回指定団体等職員実務能力向上研修会

〃 酪農経営改善緊急支援事業に係る事業説明会

12． 26 酪農教育ファーム認証審査委員会

5． 1． 11 第10回生乳需給の情報共有会議

1． 26 第10回指定団体・全国連実務責任者会議

2． 2 国産粗飼料利用拡大緊急酪農対策事業現地調査（～3日）

2． 2 生乳検査施設の技術者等による情報交換会

2． 9 第1回酪農教育ファーム認証研修会（～10日）

2． 13 第11回生乳需給の情報共有会議

2． 14 国産粗飼料利用拡大緊急酪農対策事業現地調査（～16日）

2． 16 第2回酪農教育ファーム認証研修会（～17日）

2． 20 第3回酪農教育ファーム認証研修会（～21日）
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年 月 日 処　　　理　　　事　　　項

2． 27 第11回指定団体・全国連実務責任者会議

3． 6 第385回理事会

（1）令和４年度補正予算に関する件について

（2）臨時会員総会附議事項に関する件

（3）令和5年度常勤役員の報酬額に関する件

（4）中央酪農会議役員等候補者の推薦に関する件

（5）一社）Ｊミルク役員候補者の推薦に関する件

〃 令和4年度臨時会員総会

（1）令和5年度（第62年度）事業計画・収支予算に関する件

（2）令和5年度会費等の額及び徴収方法に関する件

（3）令和5年度役員報酬の額に関する件

3． 9 第1回酪農教育ファーム指定団体担当者会議

3． 10 第12回生乳需給の情報共有会議

3． 〃 第3回生乳の安全・安心の確保のための指定団体担当者会議

3． 15 第2回牛乳定着化・地域支援事業等担当者会議

3． 〃 第2回生乳需給安定化対策指定団体担当者会議

3． 24 第12回指定団体・全国連実務責任者会議

3． 29 牛乳ギネス挑戦オンラインイベント

〃 第1回酪農教育ファーム推進委員会

3． 30 生乳の安全・安心の確保のための全国協議会

3． 31 生乳の適正取引推進ガイドライン等研修会
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令和４年度財務諸表 
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(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 資 産 の 部

  １．流動資産

    (１) 現金預金

         現  金 186,664 208,558 ▲ 21,894

         普通預金 1,112,367,319 863,905,983 248,461,336

          現金預金合計 1,112,553,983 864,114,541 248,439,442

    (２) その他流動資産

         有価証券（消費・生産者） 69,489,583 69,474,714 14,869

         未収金 2,616,914,231 1,496,465,062 1,120,449,169

         仮払金 535,930 460,480 75,450

          その他流動資産合計 2,686,939,744 1,566,400,256 1,120,539,488

          流動資産合計 3,799,493,727 2,430,514,797 1,368,978,930

  ２．固定資産

    (１) その他固定資産

         普通預金(酪農安定) 55,328,374 55,327,908 466

         投資有価証券 6,841,709 6,840,245 1,464

         住宅資金貸付金 6,500,000 6,500,000 0

         建物 165,375 385,875 ▲ 220,500

         什器備品 4,092,704 578,380 3,514,324

         ソフトウェア 3,319,591 5,260,430 ▲ 1,940,839

         敷　金 5,956,016 5,956,016 0

          その他固定資産合計 82,203,769 80,848,854 1,354,915

          固定資産合計 82,203,769 80,848,854 1,354,915

          資産合計 3,881,697,496 2,511,363,651 1,370,333,845

Ⅱ 負 債 の 部

  １．流動負債

         未払金 3,143,851,772 1,746,125,998 1,397,725,774

         預り金 35,404,605 44,759,624 ▲ 9,355,019

         仮受金 1,800 0 1,800

          流動負債合計 3,179,258,177 1,790,885,622 1,388,372,555

  ２．固定負債

         役員退任慰労引当金 1,666,667 18,833,333 ▲ 17,166,666

         退職給付引当金 118,949,200 112,823,800 6,125,400

         賞与引当金 8,007,456 8,402,205 ▲ 394,749

          固定負債合計 128,623,323 140,059,338 ▲ 11,436,015

          負債合計 3,307,881,500 1,930,944,960 1,376,936,540

Ⅲ 正 味 財 産 の 部

  １．指定正味財産

          指定正味財産合計 0 0 0

  ２．一般正味財産 573,815,996 580,418,691 ▲ 6,602,695

          正味財産合計 573,815,996 580,418,691 ▲ 6,602,695

          負債 及び 正味財産合計 3,881,697,496 2,511,363,651 1,370,333,845

貸　　借　　対　　照　　表
令和５年３月３１日現在
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(単位：円）
科目名

Ⅰ 資 産 の 部

  １．流動資産

    (１) 現金預金

         現  金 186,664

         普通預金 1,112,367,319

           農林中央金庫 252,058,630

           みずほ 860,308,689

          現金預金合計 1,112,553,983

    (２) その他流動資産

         有価証券（消費・生産者） 69,489,583

           みずほ信託（生産者） 62,089,939

           みずほ信託（消費拡大） 7,399,644

         未収金 2,616,914,231

　　　　　受取賦課金等 2,617,031,631

　　　　仮払金 535,930

          その他流動資産合計 2,686,939,744

          流動資産合計 3,799,493,727

  ２．固定資産

    (１) その他固定資産

         普通預金(酪農安定化対策等資金) 55,328,374

         投資有価証券（酪農安定化対策等資金） 6,841,709

         住宅資金貸付金 6,500,000

         建物 165,375

         什器備品 4,092,704

         ソフトウェア 3,319,591

         敷　金 5,956,016

          その他固定資産合計 82,203,769

          固定資産合計 82,203,769

          資産合計 3,881,697,496

Ⅱ 負 債 の 部

  １．流動負債

         未払金 3,143,851,772

         預り金 35,404,605

　　　　　源泉税等 35,404,605

         仮受金 1,800

          流動負債合計 3,179,258,177

  ２．固定負債

         役員退職慰労引当金 1,666,667

         退職給付引当金 118,949,200

         賞与引当金 8,007,456

          固定負債合計 128,623,323

          負債合計 3,307,881,500

Ⅲ 正味財産 573,815,996

財　産　目　録
令和５年３月３１日現在

金額
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(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

    １． 経常増減の部

      (１) 経常収益

            受取会費 116,216,000 115,221,000 995,000

            受取補助金 11,298,785,822 4,514,136,110 6,784,649,712

            受取補助金返還金 19,068,861 8,323,592 10,745,269

            受取負担金 6,000,000 6,000,000 0

            受取賦課金 4,544,955,387 902,180,336 3,642,775,051

          　受取助成金 123,800,000 0 123,800,000

            雑収益 13,688,595 40,300,665 ▲26,612,070 

          経常収益計 16,122,514,665 5,586,161,703 10,536,352,962

      (２) 経常費用

        事業費

            役員報酬 4,065,440 4,484,133 ▲418,693 

            給料手当 91,650,972 89,458,541 2,192,431

            臨時雇用賃金 11,125,181 11,282,394 ▲157,213 

            退職給付引当費用 3,813,260 3,993,203 ▲179,943 

            福利厚生費 16,884,887 17,336,354 ▲451,467 

            会議開催費 497,868 188,383 309,485

            旅費 2,016,830 571,390 1,445,440

            交通費 3,013,503 3,150,962 ▲137,459 

            減価償却費（ソフトウェア） 637,348 854,850 ▲217,502 

            減価償却費（建物） 72,409 77,671 ▲5,262 

            減価償却費（什器備品） 37,987 85,597 ▲47,610 

            賞与引当繰入額 2,629,550 2,959,670 ▲330,120 

            賃借料 5,697,399 6,062,320 ▲364,921 

            印刷製本費 5,819,039 5,468,129 350,910

            通信運搬費 463,359 581,209 ▲117,850 

            諸謝金 2,308,500 2,784,067 ▲475,567 

            租税公課 42,730,600 18,279,000 24,451,600

            支払助成金 14,842,809,097 4,402,313,019 10,440,496,078

            賦課金返還額 192,520,079 94,637,160 97,882,919

            補助金返還額 19,068,861 8,119,758 10,949,103

            研修会開催費 6,131,583 1,529,800 4,601,783

            イベント開催・出展経費 15,725,600 9,843,570 5,882,030

            調査費 3,325,748 4,046,891 ▲721,143 

            委託費 65,771,508 86,168,476 ▲20,396,968 

            広報活動費 32,541,980 3,262,980 29,279,000

            支援ツール制作 17,720,878 26,725,267 ▲9,004,389 

            広告掲載費 110,000,000 110,275,000 ▲275,000 

            保管費 3,926,661 3,571,421 355,240

            支援システム・HP保守管理 31,675,214 70,503,836 ▲38,828,622 

            調査分析費 3,122,625 49,520 3,073,105

            地域活動費 290,205,309 251,917,993 38,287,316

            加工平準化・乳製品保管事業費 188,718,858 183,971,250 4,747,608

            雑費 568,091 468,185 99,906

          事業費計 16,017,296,224 5,425,021,999 10,592,274,225

正味財産増減計算書
令和４年４月１日から 令和５年３月３１日まで
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(単位：円）

科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

        管理費

            役員報酬 8,314,560 8,245,867 68,693

            給料手当 42,210,550 38,672,987 3,537,563

            臨時雇用賃金 1,232,688 1,232,688

            退職給付引当費用 7,798,807 7,343,097 455,710

            退職給付費用 538,000 538,000

            福利厚生費 13,006,953 11,879,952 1,127,001

            会議開催費 2,434,718 1,386,929 1,047,789

            旅費 872,590 845,540 27,050

            交通費 1,568,777 1,216,764 352,013

            通信運搬費 1,821,534 1,882,422 ▲60,888 

            減価償却費（ソフトウェア） 1,303,491 1,571,982 ▲268,491 

            減価償却費（建物） 148,091 142,829 5,262

            減価償却費（什器備品） 77,689 157,403 ▲79,714 

            消耗什器備品費 0 136,796 ▲136,796 

            消耗品費 1,646,951 1,477,365 169,586

            賞与引当繰入額 5,377,906 5,442,535 ▲64,629 

            賃借料 11,652,211 11,147,993 504,218

            印刷製本費 953,757 676,091 277,666

            諸謝金 1,763,004 1,540,880 222,124

            租税公課 216,260 216,040 220

            支払負担金 1,020,000 1,020,000 0

            雑費 1,542,566 1,897,648 ▲355,082 

            調査費 5,891,332 3,046,631 2,844,701

            渉外費 428,701 404,631 24,070

          管理費計 111,821,136 100,352,382 11,468,754

          経常費用計 16,129,117,360 5,525,374,381 10,603,742,979

            当期経常増減額 ▲6,602,695 60,787,322 ▲67,390,017 

    ２． 経常外増減の部

      (１) 経常外収益

          経常外収益計 0 0 0

      (２) 経常外費用

          経常外費用計 0 0 0

            当期経常外増減額 0 0 0

            税引前当期一般正味財産増減額 ▲6,602,695 60,787,322 ▲67,390,017 

            当期一般正味財産増減額 ▲6,602,695 60,787,322 ▲67,390,017 

            一般正味財産期首残高 580,418,691 519,631,369 60,787,322

            一般正味財産期末残高 573,815,996 580,418,691 ▲6,602,695 

Ⅱ 指定正味財産増減の部

            当期指定正味財産増減額 0 0 0

            指定正味財産期首残高 0 0 0

            指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 573,815,996 580,418,691 ▲6,602,695 
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法人会計
国内需給・基盤安

定化対策事業
（旧一般）

小計
R4畜産・酪農
生産力強化
対策事業

R3中小酪農経営等
生産基盤維持・強

化対策事業

R4中小酪農経営等
生産基盤維持・強

化対策事業

Ⅰ 一般正味財産増減の部

    １． 経常増減の部

      (１) 経常収益

            受取会費 114,391,374 1,824,626 116,216,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            受取補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 658,655,971 907,837,627 608,193,703

            受取補助金返還金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 740,387 0 2,141,388

            受取負担金 6,000,000 0 6,000,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            受取賦課金 0 0 0 30,570,267 361,159,039 236,753,486 182,261,610 0 3,188,193,941 506,955,776 830,374 19,364 70,139

            受取助成金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 123,800,000 0 0 0

            雑収益 2,656,570 0 2,656,570 1,991,526 2,000,000 7,040,499 0 0 0 0 0 0 0

          経常収益計 123,047,944 1,824,626 124,872,570 32,561,793 363,159,039 243,793,985 182,261,610 0 3,188,193,941 630,755,776 660,226,732 907,856,991 610,405,230

      (２) 経常費用

        事業費

            役員報酬 0 0 0 0 4,065,440 0 0 0 0 0 0 0 0

            給料手当 0 0 0 0 26,579,296 0 0 0 0 0 7,632,148 0 24,592,915

            臨時雇用賃金 0 0 0 4,022,923 3,839,837 0 0 0 0 0 3,193,575 0 0

            退職給付引当費用 0 0 0 0 3,813,260 0 0 0 0 0 0 0 0

            福利厚生費 0 0 0 0 6,359,805 0 0 0 0 0 1,236,988 0 3,935,885

            会議開催費 0 47,570 47,570 250,418 198,920 0 0 0 0 0 0 0 0

            旅費 0 0 0 475,290 1,010,830 0 0 0 0 0 0 0 61,680

            交通費 0 0 0 0 767,061 0 0 0 0 0 177,764 0 1,048,500

            減価償却費（ソフトウェア） 0 0 0 0 637,348 0 0 0 0 0 0 0 0

            減価償却費（建物） 0 0 0 0 72,409 0 0 0 0 0 0 0 0

            減価償却費（什器備品） 0 0 0 0 37,987 0 0 0 0 0 0 0 0

            賞与引当繰入額 0 0 0 0 2,629,550 0 0 0 0 0 0 0 0

            賃借料 0 0 0 0 5,697,399 0 0 0 0 0 0 0 0

            印刷製本費 0 1,687,056 1,687,056 1,991,526 1,419,051 0 0 0 0 0 70,847 0 431,074

            通信運搬費 0 0 0 0 186,005 201 0 0 0 0 81,173 0 115,708

            諸謝金 0 90,000 90,000 143,500 1,806,500 0 0 0 0 0 0 0 0

            租税公課 0 0 0 0 8,899,600 0 0 0 0 33,810,000 10,000 0 1,000

            支払助成金 0 0 0 13,000,000 21,409,177 0 0 0 3,188,193,941 461,900,000 641,295,330 907,643,946 577,915,160

            賦課金返還額 0 0 0 3,872,464 30,000,000 0 0 23,601,839 0 135,045,776 0 0 0

            補助金返還額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 740,387 0 2,141,388

            研修会開催費 0 0 0 910 5,756,424 0 0 0 0 0 0 0 0

          　イベント開催・出展経費 0 0 0 0 0 15,725,600 0 0 0 0 0 0 0

            調査費 0 0 0 0 3,325,748 0 0 0 0 0 0 0 0

            委託費 0 0 0 159,500 38,687,982 0 0 0 0 0 5,763,000 54,693 39,942

            広報活動費 0 0 0 0 32,541,980 0 0 0 0 0 0 0 0

            支援ツール制作 0 0 0 0 331,198 17,389,680 0 0 0 0 0 0 0

            広告掲載費 0 0 0 0 44,385,000 0 0 0 0 0 0 0 0

            保管費 0 0 0 0 3,926,661 0 0 0 0 0 0 0 0

            支援システム・HP保守管理 0 0 0 8,645,262 9,521,182 13,497,000 0 0 0 0 0 0 0

     　     調査分析費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            地域活動費 0 0 0 0 93,023,805 197,181,504 0 0 0 0 0 0 0

            　 加工平準化・乳製品保管事業費 0 0 0 0 0 0 182,261,610 6,457,248 0 0 0 0 0

            雑費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 25,520 158,352 121,978

          事業費計 0 1,824,626 1,824,626 32,561,793 350,929,455 243,793,985 182,261,610 30,059,087 3,188,193,941 630,755,776 660,226,732 907,856,991 610,405,230

        管理費

            役員報酬 8,314,560 0 8,314,560 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          　給料手当 42,210,550 0 42,210,550 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

         　 臨時雇用賃金 1,232,688 0 1,232,688 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            退職給付引当費用 7,798,807 0 7,798,807 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            退職給付費用 538,000 0 538,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            福利厚生費 13,006,953 0 13,006,953 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            会議開催費 2,434,718 0 2,434,718 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            旅費 872,590 0 872,590 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            交通費 1,568,777 0 1,568,777 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            通信運搬費 1,821,534 0 1,821,534 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            減価償却費（ソフトウェア） 1,303,491 0 1,303,491 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            減価償却費（建物） 148,091 0 148,091 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            減価償却費（什器備品） 77,689 0 77,689 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            消耗品費 1,646,951 0 1,646,951 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            賞与引当繰入額 5,377,906 0 5,377,906 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            賃借料 11,652,211 0 11,652,211 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            印刷製本費 953,757 0 953,757 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            諸謝金 1,763,004 0 1,763,004 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            租税公課 216,260 0 216,260 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            支払負担金 1,020,000 0 1,020,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            雑費 1,542,566 0 1,542,566 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            調査費 5,891,332 0 5,891,332 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            渉外費 428,701 0 428,701 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          管理費計 111,821,136 0 111,821,136 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          経常費用計 111,821,136 1,824,626 113,645,762 32,561,793 350,929,455 243,793,985 182,261,610 30,059,087 3,188,193,941 630,755,776 660,226,732 907,856,991 610,405,230

            当期経常増減額 11,226,808 0 11,226,808 0 12,229,584 0 0 ▲30,059,087 0 0 0 0 0

    ２． 経常外増減の部

      (１) 経常外収益

          経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

      (２) 経常外費用

          経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            税引前当期一般正味財産増減額 11,226,808 0 11,226,808 0 12,229,584 0 0 ▲30,059,087 0 0 0 0 0

            当期一般正味財産増減額 11,226,808 0 11,226,808 0 12,229,584 0 0 ▲30,059,087 0 0 0 0 0

            一般正味財産期首残高 435,847,531 0 435,847,531 0 101,349,356 13,162,717 0 30,059,087 0 0 0 0 0

            一般正味財産期末残高 447,074,339 0 447,074,339 0 113,578,940 13,162,717 0 0 0 0 0 0 0

Ⅱ 指定正味財産増減の部 0

            当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 447,074,339 0 447,074,339 0 113,578,940 13,162,717 0 0 0 0 0 0 0

令和４年４月１日から 令和５年３月３１日まで

科　　　　　　　　　目
広域生乳

流通合理化
（一銭）

酪農理解
醸成事業

牛乳消費
促進対策事業

酪農経営改善・
需給均衡対策

事業

加工リスク平準
化緊急対策事

業

乳製品在庫調
整対策事業

不需要期乳製
品保管支援緊
急対策事業

正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳　表



- 27 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：円）

R3生乳流通体制
合理化推進事業

R4生乳流通体
制合理化推進

事業

R3災害緊急支
援対策事業

R4災害緊急支
援対策事業

R4生乳生産者
需要確保事業

R4発生農場酪
農経営継続支
援対策事業

R3和牛受精卵
移植支援事業

R4和牛受精卵
移植支援事業

R3国産チーズ
生産奨励事業

R4国産チーズ
生産奨励事業

R4国産チーズ
競争力強化支
援対策事業

R4国産粗飼料
利用拡大事業

R4販路拡大等
支援事業

小計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 116,216,000

104,861,283 62,781,738 176,157,644 40,392,119 52,923,218 435,000 932,057,568 1,524,241,067 15,257,072 944,132 3,210,472 6,196,446,853 14,390,355 11,298,785,822 0 11,298,785,822

0 1,072,971 0 2,842,782 0 0 0 416,787 5,746 0 0 11,848,800 0 19,068,861 0 19,068,861

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,000,000

0 1,763 2,184 11,534 35,790,127 0 0 484,137 0 5,473 71,204 335,933 1,439,036 39,061,268 0 4,544,955,387

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 123,800,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13,688,595

104,861,283 63,856,472 176,159,828 43,246,435 88,713,345 435,000 932,057,568 1,525,141,991 15,262,818 949,605 3,281,676 6,208,631,586 15,829,391 11,356,915,951 0 16,122,514,665

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,065,440

0 4,395,739 0 9,869,861 924,268 0 0 9,202,144 0 752,981 2,062,421 5,639,199 0 65,071,676 0 91,650,972

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 68,846 0 0 3,262,421 0 11,125,181

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,813,260

0 728,280 0 1,562,965 150,036 0 0 1,518,307 0 119,189 323,076 950,356 0 10,525,082 0 16,884,887

0 0 0 0 0 0 0 0 0 960 0 0 0 960 0 497,868

0 0 0 0 0 0 0 60,680 0 0 86,050 322,300 0 530,710 0 2,016,830

0 140,081 0 256,174 17,096 0 0 388,149 0 9,430 41,503 167,745 0 2,246,442 0 3,013,503

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 637,348

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 72,409

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 37,987

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,629,550

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,697,399

0 13,423 0 100,523 412 0 0 0 0 37,638 48,733 18,756 0 721,406 0 5,819,039

0 5,978 0 16,580 988 0 0 0 0 21,607 16,098 19,021 0 277,153 0 463,359

0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,800 260,700 0 0 268,500 0 2,308,500

0 0 0 0 0 0 0 10,000 0 0 0 0 0 21,000 0 42,730,600

104,861,283 57,500,000 176,135,799 28,587,760 22,005,545 435,000 932,057,568 1,508,281,094 15,257,072 0 0 6,186,330,422 0 11,158,305,979 0 14,842,809,097

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 192,520,079

0 1,072,971 0 2,842,782 0 0 0 416,787 5,746 0 0 11,848,800 0 19,068,861 0 19,068,861

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 374,249 0 0 374,249 0 6,131,583

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15,725,600

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,325,748

0 0 0 0 0 0 0 5,237,000 0 0 0 0 15,829,391 26,924,026 0 65,771,508

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 32,541,980

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17,720,878

0 0 0 0 65,615,000 0 0 0 0 0 0 0 0 65,615,000 0 110,000,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,926,661

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11,770 0 11,770 0 31,675,214

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,122,625 0 3,122,625 0 3,122,625

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 290,205,309

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 188,718,858

0 0 24,029 9,790 0 0 0 27,830 0 0 0 200,592 0 568,091 0 568,091

104,861,283 63,856,472 176,159,828 43,246,435 88,713,345 435,000 932,057,568 1,525,141,991 15,262,818 949,605 3,281,676 6,208,631,586 15,829,391 11,356,915,951 0 16,017,296,224

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8,314,560

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 42,210,550

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,232,688

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,798,807

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 538,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13,006,953

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,434,718

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 872,590

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,568,777

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,821,534

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,303,491

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 148,091

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 77,689

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,646,951

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,377,906

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11,652,211

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 953,757

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,763,004

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 216,260

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,020,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,542,566

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,891,332

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 428,701

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 111,821,136

104,861,283 63,856,472 176,159,828 43,246,435 88,713,345 435,000 932,057,568 1,525,141,991 15,262,818 949,605 3,281,676 6,208,631,586 15,829,391 11,356,915,951 0 16,129,117,360

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ▲6,602,695 

0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ▲6,602,695 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ▲6,602,695 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 580,418,691

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 573,815,996

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 573,815,996

内部
取引
消去

合計
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財務諸表に対する注記 

 
１．重要な会計方針 
  重要な会計方針は次のとおりである。 
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 
  原価法によって計上している。 
（２） 固定資産の減価償却の方法 
  定額法を採用している。 
（３） 引当金の計上基準 
  退職給付引当金・・・・職員の退職給与の支給に備えるため、自己都合期末要支給額に 
             相当する金額を計上している。 
  役員退任慰労引当金・・役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支 
             給額を計上している。 
  賞与引当金・・・・・・職員の賞与の支給に備えるため、期末要支給額に相当する金額 
             を計上している。   
（４） 消費税等の会計処理 
  消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 
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２．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 
  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 
  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 
 

 

 

 

 

 

 

(単位：円）

補助金等の
名称

交付者
前期末
残高

当期増加額 当期減少額
当期末
残高

貸借対照
表上の記
載区分

補助金

R4畜産・酪農生産力強化

対策事業
（公社）中央畜産会 0 658,655,971 658,655,971 0

R3中小酪農経営等生産基

盤維持・強化対策事業
（公社）中央畜産会 0 907,837,627 907,837,627 0

R4中小酪農経営等生産基

盤維持・強化対策事業
（独）農畜産業振興機構 0 608,193,703 608,193,703 0

R3生乳流通体制合理化推

進事業
（独）農畜産業振興機構 0 104,861,283 104,861,283 0

R4生乳流通体制合理化推

進事業
（独）農畜産業振興機構 0 62,781,738 62,781,738 0

R3酪農経営災害緊急支援

対策事業
（独）農畜産業振興機構 0 176,157,644 176,157,644 0

R4酪農経営災害緊急支援

対策事業
（独）農畜産業振興機構 0 40,392,119 40,392,119 0

R4生乳需要基盤確保事業 （独）農畜産業振興機構 0 52,923,218 52,923,218 0

R4発生農場酪農経営継続

支援対策事業
（独）農畜産業振興機構 0 435,000 435,000 0

R3和牛受精卵移植支援事

業
（独）農畜産業振興機構 0 932,057,568 932,057,568 0

R4和牛受精卵移植支援事

業
（独）農畜産業振興機構 0 1,524,358,467 1,524,358,467 0

R3国産チーズ生産奨励事

業
（独）農畜産業振興機構 0 15,251,326 15,251,326 0

R4国産チーズ生産奨励事

業
（独）農畜産業振興機構 0 944,132 944,132 0

R4国産チーズ競争力強化

支援対策事業
（独）農畜産業振興機構 0 3,210,472 3,210,472 0

R4国産粗飼料利用拡大事

業
（独）農畜産業振興機構 0 6,184,598,053 6,184,598,053 0

R4販路拡大等支援事業 （一社）日本乳業協会 0 14,390,355 14,390,355 0

合計 0 11,287,048,676 11,287,048,676 0

(単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,205,000 2,039,625 165,375

4,208,380 115,676 4,092,704

9,704,198 6,384,607 3,319,591

16,117,578 8,539,908 7,577,670

 ソフトウェア

合計

科目

建物

什器備品
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附属明細書 
 
１．引当金の明細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(単位：円）

目的使用 その他

18,833,333 1,666,667 18,833,333 1,666,667

112,823,800 9,945,400 3,820,000 118,949,200

8,402,205 8,007,456 8,402,205 8,007,456

退職給付引当金

賞与引当金

期末残高科目 期首残高 当期増加額

当期減少額

役員退職慰労引当金
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